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特集◆朝鮮半島の安全保障

韓国の外交安全保障政策における連続性
政権交代によっても変わらないボトムラインは何か

伊藤弘太郎
（法政大学）

はじめに

2022 年 5 月に韓国で保守系の尹錫悦政権が発
足後、日韓両国は約 5 年あまりの関係悪化による
停滞期を乗り越え、わずか 1 年弱で劇的に関係改
善することに成功した。この関係改善の成果を挙
げるとすれば、①徴用問題に関する韓国政府によ
る解決策の発表（2023 年 3 月 6 日）、②日韓安保
協力強化の動き、特に北朝鮮の弾道ミサイル発射
情報を日米韓でリアルタイム共有する運用の年内
開始に合意（2023 年 6 月 3 日）、③韓国が安全保
障上問題のない国として日本での輸出手続を簡略
化するホワイト国への復帰（2023 年 6 月 27 日）、
④新型コロナ（COVID-19）の感染拡大後、双方
が入国制限を課し、両国の往来に制限が生じてい
た状態を解消したことなど、歴史問題・安全保障・
経済・双方の人的往来に至る幅広い分野での改善
を挙げることができる。

関係改善の背景には、安倍政権から岸田政権に
至るまで日本側が終始一貫とした外交姿勢を貫い
た上で、尹大統領自身の信念に基づいた政治的決
断と実行力が大きく作用したと考えられる。2023
年 5 月 6 日に内閣官房国家安全保障局の秋葉剛男
局長が岸田文雄総理大臣のメッセージを伝達する
ために訪韓した。「日韓関係の改善を主導した尹
大統領の勇気ある決断に少しでも応える気持ちで、

（翌日）7 日からの韓国訪問を決意した」という
岸田総理の思いが込められた内容（1）は、日本政
府として現時点で送れる最大級の賛辞であり、信
頼関係回復をお互い確認できる関係になったこと
の証左であろう。

こうした迅速な関係改善をもたらした最も大き

な推進力は、日韓両国を取り巻く安全保障環境の
急激な悪化が最大の理由であろう。北朝鮮は経済
的に困窮を極めながらも国力を核と弾道ミサイル
開発に集中したことで事実上の核保有国となり、短
距離から長距離射程の多様な弾道ミサイルの開発
に余念がない。巡航ミサイルや UAV（Unmanned 
Air Vehicle）や核魚雷と称する核無人水中攻撃艇
といった新たな戦力の開発にも取り組み、それら
にも核が搭載可能であることをちらつかせること
で新たな抑止力を獲得しようとしている。中国は
2022 年 10 月に開かれた中国共産党第 20 回党大会
において、異例となる習近平体制三期目が始まっ
た。党大会において、習国家主席は軍事力拡大路
線を変えず、台湾に対する武力の不使用を放棄す
ることを明言した（2）。これにより、依然として台湾
有事の蓋然性が高いと評価されている。ロシアは
2022 年 2 月 24 日に「特別軍事作戦」と称するウク
ライナ侵攻によって、「新冷戦」とも呼ばれる自由
民主主義と専制主義の国々による陣営対立が日に
日に激しさを増している。日本海や東シナ海、そし
て太平洋上におけるロシアと中国の海軍艦艇が行
動を共にする例が増えており、日韓両国を取り巻く
安全保障環境はこれまでになく悪化した状態である。

一般的に我が国では、韓国で政権が交代、すな
わち政治思想が異なる保守から進歩、進歩から保
守へと政権が変わると外交安全保障政策は一変す
るという見方が散見されてきた。より具体的には、
韓国の保守政権は北朝鮮に対して厳しく米韓同盟
を重視する。その反面、進歩政権は北朝鮮との融
和を重視し、対米関係は対中関係とのバランスを
とることに重点が置かれるといった類である。参
考までに、盧武鉉大統領から尹錫悦大統領までの
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歴代大統領就任時における日本の主要紙五大紙の
社説題名を比較してみると、こうした我が国にお
ける韓国の外交安全保障政策に対する認識は、新
政権に対する期待の表れに微妙な違いが見られる
ことからもわかる（表 1 を参照）。

我が国の立場から見ると、基本的に対韓政策は
一貫してきた。そもそも日本では韓国のように政
権交代がほとんど起きず、外交安全保障政策の継
承が自然に行われる。2009 年に民主党が政権を
奪取し政権交代が実現した際においても、歴史問
題に関しては韓国側の期待に応えるような政治的
決定（菅内閣総理大臣談話（4））をしつつも、外交
安全保障政策の中で、特に日韓防衛交流・協力に
関する点では、自公連立政権期の 2009 年 4 月に
発表された「日本国防衛省と大韓民国国防部との
防衛交流に関する意図表明文書」の方針を当時の
民主党政権は漏れなく継承した。それだけにとど
まらず、より高いレベルでの交流・協力を進めよ
うとしたことは、GSOMIA（General Security of 
Military Information Agreement）締結を積極的
に進めた動き（実際には 2012 年 6 月 29 日に締結
直前でキャンセル）を見ても明らかである。

しかしながら、対照的に韓国では政権交代ごと
に外交安全保障政策の方向性ががらりと変わる。
特に日韓関係においては、政権交代によって両国
間がそれまでに積み上げてきた信頼関係や政治的
な成果が失われ、再び回復するという一連の悪循
環を繰り返してきた。そのため、日本の政治・行
政関係者の間では、日韓関係の継続的発展に懐疑
的な見方が根強く存在することは事実である。

本論文ではこうした背景をもとに、韓国の外交
安全保障政策が政権ごとにどのように変化するの
か、あるいは継承される部分はあるのかについて、
文在寅政権の外交安全保障政策を軸に、その前後
の朴政権と尹政権の外交安全保障政策に大幅な路
線変更がありつつも、継承されている部分が存在
することを指摘し、北東アジア地域に関する外交
政策に着目して類似性について考察する。その上
で、「その政権の外交安保政策の中で対北政策に
多くの比重が置かれている、あるいは、米中の間
でバランスをとるために、対米・対日関係におい
て葛藤を生むことを厭わない姿勢を示しても、米
韓同盟や日韓関係の基盤として守るべき「ボトム
ライン」が存在するのではないか」という仮説を
立てる。こうしたボトムラインが冒頭の尹政権に
よる対日政策の劇的な改善策を講じる際の基盤で
あり推進剤の効果を果たしたことを指摘したい。

表1 韓国新政権発足に対する日本主要五大紙社説題名比較（3）

盧武鉉（ノ・ムヒョン）政権（2003 年 2 月 25 日発足）

読売新聞 盧大統領就任 日米韓の足並みはそろうか

朝日新聞 「日米韓」を忘れずに 盧大統領

毎日新聞 日韓首脳会談 頻繁に会って近くて近い国に

日本経済新聞 盧武鉉大統領は北朝鮮を変えられるか

産経新聞 韓国新大統領 注目したい対北対日政策

李明博（イ・ミョンバク）政権（2008 年 2 月 25 日発足）

読売新聞 李大統領就任 日米韓連携再構築の好機だ

朝日新聞 韓国新大統領 期待の風圧に負けぬよう

毎日新聞 日韓首脳会談 未来志向の「新時代」を築こう

日本経済新聞 李明博大統領が背負う北朝鮮と EPA

産経新聞 韓国新大統領 今度こそは“過去離れ”を

朴槿恵（パク・クネ）政権（2013 年 2 月 25 日発足）

読売新聞 朴大統領就任 日韓関係の改善を期待したい

朝日新聞 韓国新大統領 静けさからの出発

毎日新聞 韓国大統領就任 新次元の関係構築を

日本経済新聞 首脳間の信頼軸に盤石な日韓関係を

産経新聞 朴槿恵大統領 「奇跡」再現へ日韓協力を  
安倍首相は早期会談に動け

文在寅（ムン・ジェイン）政権（2017 年 5 月 10 日発足）

読売新聞 韓国文在寅外交 慰安婦合意を反故にするのか

朝日新聞 韓国新大統領 融和を図り国政の再建を

毎日新聞 韓国新大統領に文在寅氏  
地域安定へ日韓で協力を

日本経済新聞 親北路線で韓国は乗り切れるのか

産経新聞 韓国新政権 反日世論に迎合するのか

尹錫悦（ユン・ソンニョル）政権（2022 年 5 月 10 日発足）

読売新聞 韓国新政権発足 日米との連携で抑止力向上を

朝日新聞 韓国新大統領 「自由」守護し、前進を

毎日新聞 韓国新政権と日本 関係修復し難局に対処を

日本経済新聞 尹氏は世界視野で日韓を語れ

産経新聞 韓国新大統領 対日改善策を明確に示せ
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1．	文在寅政権の外交安全保障政策の展開

（1）	戦争回避から「韓半島運転者論」に基づく北
東アジアプラス責任共同体推進へ

文在寅政権は、「平和共存・共同繁栄」を基本
とした対北融和を基調とする「韓半島平和プロセ
ス」を最上位に据えた外交安全保障政策を実行し
た。2017 年 8 月 15 日に就任後初の光復節式典で、
文大統領は南北融和の原則のもとに「南北間の経
済協力と北東アジアの経済協力は南北共同の繁栄
をもたらし、軍事対立を緩和させるだろう」と演説
した（大統領秘書室 2018：262）。朝鮮半島を中心
に北東アジアプラス責任共同体を実現するために、

「新南方政策」と「新北方政策」も推進された（5）。
しかしながら、就任当初の東アジア地域情勢は

文大統領の思惑通りには動かなかった。2017 年
夏から秋にかけて、北朝鮮は 6 回目となる核実験

（9 月 3 日）を実施し、ICBM 級の弾道ミサイル発
射を何度も行った。米朝間の対立は激化し、トラ
ンプ政権は北朝鮮に対して最大限の軍事的圧力を
加えた。米空軍の戦略爆撃機を何度も朝鮮半島上
空に飛来させ、米海軍空母 3 隻も日本海に同時展開
させるなど圧倒的な武力を誇示する姿勢を明確に
したのである。

これまでにない米軍による武力示威の際に、共
に行動したのが日韓両国であった。例えば、グア
ムや米国本土などから飛来した米空軍戦略爆撃機
を日本の防空識別圏（JADIZ）では航空自衛隊の
戦闘機が、韓国の防空識別圏（KADIZ）では韓国
空軍の戦闘機がそれぞれエスコートした。最終的に
日米韓の 3 軍の戦力が一つになり武力示威行動をす
るまでには至らなかったものの（6）、米韓そして日
米の軍事的協調を北朝鮮の前に誇示したのである。

当時の文在寅政権はこうした軍事行動に表向き
は同調しつつも、戦争回避のために最大限の努力
を傾けた。翌 2018 年 2 月から予定されていた平昌
オリンピックという好機を活用して、韓国自身が
主人公として同時に「北東アジアプラス責任共同
体」実現のために絶対的に必要とされた中国の協
力を得るため、日米との狭間でバランスをとり始
めたのである。それは日米にとっては日米韓の緊
密な連携が弛緩していくように捉えられただろう。

（2）	徹底した中国への配慮
（ア）3不（3NO）原則の公表

文在寅政権の外交安全保障政策を特徴付けたも
のの一つとして、日本で「対中傾斜」と揶揄され
た中国との関係を挙げることができる。文大統領
自身が盧武鉉政権の外交安全保障政策の基本概念
であった北東アジア「バランサー論（7）」を踏襲す
ると予想されていたが、政権発足当初は北朝鮮の
弾道ミサイル発射などの軍事挑発が続き、朝鮮半
島周辺は軍事的緊張状態にあった。

2017 年 5 月の政権発足から半年が経とうとし
ていた 10 月 31 日に、突如として公になった韓
国と中国の間での「3 不原則（以下、3 不）」は、
日米両国に不信をもたせる韓国政府の意思表明
であった。3 不とは 2017 年 4 月 26 日に在韓米軍
が韓国南部の慶尚北道・星州（ソンジュ）に
THAAD（Terminal High Altitude Area Defense 
missile：終末高高度防衛ミサイル）を配備したこ
とで深まった中国側の安全保障上の懸念を払拭し
両国関係を改善するために、韓国政府が中国政府
に対して表明した 3 項目に関する立場のことであ
る（伊藤 2021）。

その具体的な内容は、当時の康京和（カン・ギョ
ンファ）外交部長官が与党「共に民主党」議員の
質問に対する国会答弁（2017 年 10 月 30 日）の
中で明らかになるという異例の形式であった（8）。
それによれば、①韓国内に THAAD を追加配備し
ない、②韓国が米国のミサイル防衛（MD: Missile 
Defense）システムに加わらない、③韓国が日米
との軍事同盟を構築しないという 3 不（3NO とも
言われる）と呼ばれる原則を両国が確認したこと
である（9）。

この韓国政府の突然の意思表明に対して、日米
両国は特段の反応を示さなかった。しかしながら、
本原則公表後、北朝鮮による軍事挑発が下火に
なっていくのと並行して、日米韓の安保協力にお
ける韓国の消極性が見え始める。最も顕著な例と
して、日米韓の対北弾道ミサイル探知訓練「パシ
フィック・ドラゴン」は 2017 年 12 月に行われた
ものを最後に公表されず、実際に訓練が継続して
いるのかさえわからない状態となった。翌 2018
年の夏以降は、韓国・済州島での国際観艦式に参
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加予定の海上自衛隊艦艇が掲げる自衛隊旗をめ
ぐって、韓国国内で反発が高まったいわゆる「旭
日旗問題」が起き、それまでどんなに両国の関係
が悪化しても、軍同士の関係、すなわち安全保障
面にまで悪影響が及ばないと考えられてきたが、

「旭日旗問題」で揺れた日韓の安全保障面での関
係も、同年 12 月 19 日に発生した韓国海軍艦艇が
海上自衛隊の P-1 哨戒機に対して行った「レー
ダー照射事件」によって、これまでの信頼関係に
深刻な亀裂が入る結果をもたらしたのである。
（イ）中国軍の海洋進出に対する慎重な対応

韓国は日本と同様にさまざまな資源を外国から
の輸入に依存している。エネルギー消費量は世界
第 8 位でありながら、その消費量の約 94.8％を海
外からの輸入に依存しているとされる（10）。特に
原油や LNG は中東諸国からの輸入が占める割合
が大きいため、とりわけ南シナ海と東シナ海は重
要な海上輸送路（シーレーン）となる。バシー海
峡から台湾東部沖を通過し、済州島方向へと北上
する通称「済州南方航路」は輸出入量の 99.8％が
通過する航路だとされる（11）。この航路上近辺に
位置するのが日本の与那国島や尖閣諸島などの先
島諸島であり、2010 年 9 月 7 日の尖閣諸島中国
漁船衝突事件、2012 年 9 月 11 日の日本政府によ
る尖閣諸島国有化による中国国内での反日デモ以
後、日中の間で繰り広げられている尖閣諸島周辺
での海上保安庁と中国海警双方の睨み合いが続く
緊張状態は、韓国にとって他人事ではない。

また、中国が南シナ海において独自の海上境界
線概念である「九段線」を主張し、西沙諸島、南
沙諸島で各国との間で領有権を巡って争いが起き
ている環礁を、次々と埋め立てて陸地化した。中
国政府は当初「民間目的」利用を謳いながらも、
埋め立てられた土地には立派な滑走路と防空施設
など兼ね備えた事実上の軍事基地を続々と建設
した。こうした中国の南シナ海における領土・領
海拡大の動きに対して、当時の文政権は中国を名
指しで非難することはせず、海軍艦艇による「航
行の自由作戦」によって明確な姿勢を示した米国
やその同盟国である日本や豪州とは一線を画し
た。盧武鉉政権の流れをくむ文在寅政権にとって、
韓国が東シナ海や南シナ海の領土・領海問題に首

を突っ込むのはおろか、台湾問題に言及すること
さえもタブーであった。それがたとえ韓国にとっ
ての生命線である海上輸送路に関わる問題であっ
ても、日米が関わる紛争に「巻き込まれる」懸念
を払拭し、中国に配慮することが優先されたので
ある。
（3）新南方政策の積極的な展開

文在寅政権で最も成功したと評価される外交政策
は「新南方政策」であろう。その定義は「ASEAN
とインドなどの国々と政治・経済・社会・文化な
ど幅広い分野で、周辺 4 強国（米国・中国・日本・
ロシア）と類似の水準に関係を強化し、朝鮮半島
を越えて東アジア、全世界共同繁栄と平和を実現
する（12）」との表看板を掲げていた。この政策を推
進するために、文政権発足後約半年が経った 2017
年 11 月のインドネシア訪問を皮切りに、文大統
領自身がASEAN諸国にインドを加えた11カ国（13）

をすべて訪問することになったのである。文大統
領は最初の訪問国であるインドネシアを国賓とし
て訪問した際、演説の中で新南方政策を推進して
いくことを宣言した。

韓国はインドネシアとの協力とともに ASEAN
との交流・協力も画期的に強化したいと考えて
います。韓国と ASEAN の関係を韓半島周辺
4 大国と同じ水準に引き上げることが私の目標
です。

そのため、韓国政府は ASEAN との協力関係
を画期的に発展させていくための新南方政策を
強く推進していきます。商品交易中心だった関
係から技術と文化芸術、人的交流に拡大します。
交通とエネルギー、水資源管理、スマート情報
通信など ASEAN 諸国にとって不可欠な分野か
ら協力を強化することができるでしょう。

双方の国民の暮らしをつなぐ人的交流の活性
化は、あらゆる協力を支える強固な基盤になる
でしょう。これを通じて人と人、心と心が続く

「人共同体」、安保協力を通じてアジア平和に寄
与する「平和共同体」、互恵的経済協力を通じ
て共に豊かに暮らす「共生繁栄共同体」を共に
作っていくことを希望します（대통령비서실　
2018: 47-48）。
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表向きは約 20 億人の人口を擁する「新南方国
家」での韓国企業の進出拡大による経済的利益を
得るための経済外交の色彩の濃い政策であった。
2017 年 11 月に文大統領が新南方政策推進を発表
した翌年の 2018 年には、韓国の対 ASEAN 投資
は新たに進出した法人が 14.1％、投資額は 16.7％
増加した。その投資額の国別内訳はベトナムが全
体の 51.5％、次にシンガポールが 25.6％、インド
ネシアが 8.1％を占めたとされる（14）。

新南方政策は経済目的以外にも、対北政策上重
要な役割を果たすとされた。対象国の中には北朝
鮮と外交関係があり、北の情報を得るためにも有
益だとされた。北東アジア平和プロセスを推進す
るために、北朝鮮と国交を持つ国々との関係を深
めることで、平時からの北朝鮮の情報収集にとど
まらず対北影響力を確保する狙いもあった（15）。

また、ASEAN 諸国、特にインドネシアやベト
ナムに加えインドといった新南方政策の対象国へ
の積極的な投資による経済面でアプローチの裏に
は、2017 年に在韓米軍が THAAD を配備したこ
とに対する中国政府による経済益的対抗措置、い
わゆる「THAAD 報復」を受けたことで、韓国は
自国経済の過度な中国市場依存による脆弱性を認
識したことに由来する。中国市場に依存すること
のリスクを回避するため、中国以外の新興国との
経済関係をより発展させるという重要な目的も含
まれていたのである（伊藤 2021）。

2．	政権交代による外交安全保障政策の変化と継承

ここまで文在寅政権の外交安全保障政策の中で、
李明博・朴槿恵と続いた 9 年間の保守政権との違
いを中心に、政権交代による政策の変化について
考察した。次に、文政権と前後する朴政権と尹政
権との間で政策の継承、あるいは連続性があるこ
とを指摘した上で、その背景について考察する。

（1）	南北政策と北東アジア地域経済協力
「崔順実ゲート事件（16）」によって韓国憲政史上

初めて弾劾された朴槿恵大統領を徹底的に非難し、
保守政治による腐敗からの刷新を主張したのが文
在寅大統領自身であった。ところが、文政権の外

交安全保障政策の核心部分である北東アジア平和
共同体構想は、朴槿恵政権の北東アジア平和構想

（NAPSI: North Asia Peace Strategy Initiative（17））
との類似点が多い。同構想は朴政権の外交安全保
障政策の柱となる構想で、北東アジア諸国が環境
や災害救助、原子力の安全、テロ対策など、非政
治的な分野から信頼を築き、北朝鮮との実質的な
協力関係の構築を進めていくという多国間対話の
枠組みが基盤となっている。

同構想と文政権の北東アジア平和共同体構想の
共通点であり核心は、「我々（韓国）が朝鮮半島
の将来を決める権利がある」という点である。そ
れは文在寅政権で唱えられた「韓半島運転者論」
であり、北東アジア経済圏の中で朝鮮半島を主軸
に地域経済を繁栄させるかどうかに焦点が絞られ
ていた（18）。さらに、両政策共にその実現のため
に必要とされたのが中国の力であった。北朝鮮を
説得し行動を促すことができるのは中国だけとい
う共通認識のもとに、両政権ともに対中政策を推
進する際には、米韓関係に多少の軋みが入っても
厭わないという姿勢を見せた。例えば、2015 年 9
月に朴大統領は中国・北京で行われた軍事パレー
ドに出席するという選択を行った。韓国が西側・
自由主義国から唯一の参加となった事実は、同盟
国の米国も首を傾げる政治決定だったと言える。

北東アジア平和構想と北東アジア平和共同体構
想の推進によって生まれた副作用は日韓関係の
悪化である。朴槿恵大統領は就任直後の 3.1 独立
記念節での演説で「加害者と被害者という歴史的
立場は、千年の歴史が流れても変わらない」と発
言した（19）。文政権は政権が発足して約 2 ヶ月で、
2015 年 12 月末に日韓両国政府が合意した慰安婦
問題に関する日韓合意の決定過程を検証するとし
て、元外交官や有識者で構成される「慰安婦合意
検討タスクフォース」を立ち上げ、日韓の間で交
わされた外交交渉の内容を一方的に開示するとい
う方法で日韓関係にダメージを与えた。

朴・文両大統領ともに政権発足早々に、日本に
対して厳しい姿勢を見せたことで、日本の政治お
よび外交関係者にとっては、日韓関係の重要性が
対北政策の陰に隠れ、両国関係の長期的な停滞を
予測せざるを得なかった。その一方で、朴・文両
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大統領が提唱した南北政策と北東アジア地域経済
協力を実現するためには、長期的に見れば韓国だ
けの財政力では実現できず、あくまで周辺国の財
政的支援があるとの前提であった。それはすなわ
ち、周辺国の一つである日本からの経済的支援が
なければ、実現は不可能という矛盾も孕んでいた
ことを指摘しなければならない。

（2）	対中政策との米韓関係とのバランシング
中国との付き合い方においても、文在寅政権だ

けが「対中傾斜」と言われるような中国への過度
な配慮を示す外交を行った訳ではない。朴槿恵政
権期の 2013 年にフィリピンが中国の南シナ海にお
ける一方的な領土・領海拡張の動きに対して、国
連海洋法裁判所に訴えて審議となっていた。その
後、米海軍は「航行の自由作戦（FONOP: Freedom 
Of Navigation Operation）」を実施し、中国に対
して毅然とした態度を示した米国とは対照的に、
朴政権の反応は当たり障りのない文言を発表する
にとどめられた（20）。

逆に、文政権は任期中徹底して対中配慮一辺倒
だった訳ではない。個別の事例を見ていくと日米
と中国の狭間での二面性、あるいはしたたかさが
垣間見えてくる。例えば、在韓米軍の THAAD に
関しては、迎撃のために必要な 6 基のランチャー
と付属の最低限の装備を配備しただけに留まった。
それ以外の在韓米軍兵士のための宿泊施設などの
福利厚生施設の建設が計画されたが、反対派市民
団体が基地の入り口を中心に座り込みを続けたた
め、当初発電用燃料や交代人員をヘリコプターで
空輸することで精一杯だった。文政権は基地内で
の新たな工事のために必要な環境影響評価を実施
するため、新たな工事を中断させたまま時間だけ
が経過した。派遣兵士の福利厚生を重んじる米軍
にとって、文政権による環境影響評価プロセスを
著しく遅らせるというサボタージュとも捉えられ
かねない姿勢は、米韓関係を悪化させた一つの要
因となった（21）。

その一方で、李明博政権が立ち上げた北朝鮮の
核・弾道ミサイル攻撃に対する抑止力としての 3
軸体系（キルチェーン・KAMD【Korea Air and 
Missile Defense・韓国型ミサイル防衛システム】・

KMPR【Korea Massive Punishment and Retaliation・
大量反撃報復】）構築に政権発足当初は積極的だっ
た。2018 年以降、南北融和が進むとその看板を
下ろしつつも、キルチェーンを構成する強力な新
戦力である米国製ステルス戦闘機 F-35A や無人
偵察機グローバルホークの導入を一切中止せずに
そのまま継続したどころか、軽空母建造計画と合
わせて F-35B の導入まで検討した（22）。

ミサイル防衛に関しては、KAMD の構築に余念
がないことを示しつつ、表向きは米軍のミサイル
防衛システムと一体化することを否定してきた。そ
れは迎撃する高度によって異なる地対空ミサイル
を配備する「複合多層防衛体系」を基本とし、高
度40km以下を既存の韓国軍が保有するペトリオッ
トと中距離地対空ミサイル（M-SAM）が、高度
40km から 150km を現在開発中の長距離地対空ミ
サイル（L-SAM）で対応する計画である（23）。

しかし、朴槿恵政権期の 2013 年 10 月に開かれ
た第 45 回 SCM（Security Consultative Meeting・
米韓安保協議会議）で決定された「Tailor-Made 
Deterrence Strategy」に基づき（24）、翌 2014 年 10
月に開かれた第 46 回 SCM で「同盟の包括的ミ
サイル対応作戦」概念と原則が定められた。多層
防衛の中で韓国軍の能力を補完するために、高高
度の迎撃は在韓米軍の THAAD と米海軍の SM-3

（Standard Missile）が対応することになっている。
米韓が共同で北朝鮮の核・弾道ミサイル攻撃に

対応する包括的ミサイル対応作戦概念を「4D 戦
略（25）」と呼び、文政権時代も一貫して継承され
ていたことが白書の内容から確認できる（26）。例
えば、2018 年に発表された国防白書には、「我々
の軍は持続的に韓国型ミサイル防護体系を発展さ
せて、米国のミサイル防護体系と相互運用性を強
化する等、ミサイル対応能力の実行力と信頼性を
高め今後多様なミサイル脅威にも対応していく（27）」
と記述された。ミサイル探知のために米軍の偵察
衛星などの宇宙アセットに依存し、高高度の迎撃
は米軍の力に頼らざるを得ない韓国が、独自のミ
サイル防衛システムを追求すると強弁することは
政治的な建前に過ぎない。

北朝鮮が核・ミサイルを使用した際に北の指導
部と重要施設を攻撃する KMTR（大量反撃報復）
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に関しても、文政権は北への配慮からその用語を
「圧倒的対応」と変更した（28）。それだけではなく、
KMTR 実行のために陸軍特殊作戦司令部隷下に創
設されたいわゆる「斬首部隊」は部隊名の看板を
下ろし、関連予算の執行を抑制された。それでも
当該部隊はそのまま残った模様である（29）。2022
年に尹政権が三軸体系の復活を宣言すると、斬首
部隊がもれなくその姿を現したのは、文政権時代
にもその戦力が生き残っていたからに他ならない
だろう。

（3）	新南方政策とインド太平洋戦略
尹大統領は大統領選挙活動の最中から、就任後

に文大統領の政策を再考すると発言してきた。大
統領就任後、大統領側近が中央日報の電話取材に
対して、「文在寅政府が掲げた「韓半島平和プロ
セス」と「3 不政策」は文在寅政府が終わった瞬
間に消滅した」とし、「協定や協約ではないため、
尹錫悦政府がこれを遵守する義務もない。すでに
廃棄した」と述べたとされる（30）。

しかし、尹政権も文政権が実行してきた政策を
継承あるいは一部を活用する形で連続性を見出す
ことができる。第 1 は、2018 年 9 月に平壌での
南北首脳会談の成果の一つである「板門店宣言軍
事分野履行合意書」である。南北首脳が立会いの
もと、偶発的な武力衝突防止のために緊密に協議
することなどについての合意書が南北の国防大臣
の間で交わされた。

この合意書が政権交代後どのように扱われてい
るのかがわかる出来事があった。2022 年 12 月に
北朝鮮が 5 機の無人機を韓国の領空に侵入させた。
そのうちの 1 機は尹大統領が執務を行うソウル中
心部の龍山（ヨンサン）まで飛行していた事実が
判明した。これに対して、尹大統領は北朝鮮が再
び韓国の領土を侵犯する場合、南北軍事合意の効
力停止を検討するよう指示したとされる（31）。それ
でも、2018 年の南北軍事合意を韓国側から破棄し
ていないことが明らかとなり、事実上文政権時代
に結ばれた南北の政治的合意が継承されているこ
とが明らかとなったのである。

第 2 は、尹政権が 2022 年 12 月に発表した「イ
ンド太平洋戦略」である。政権発足時から、イン

ド太平洋地域における政権の外交方針を明らかに
するとしていた。5 月 21 日に行われた米韓首脳
会談でも「両首脳は繁栄し平和で自由に開放され
たインド太平洋の維持することの重要性を認識し、
同地域における相互協力を強化することで合意し
た。このような側面でバイデン大統領は、韓国の
インド太平洋戦略のフレームワークを樹立すると
いう尹錫悦大統領の構想に支持を表明した（32）」と
記述され、米国の期待が如実に表れていた。

同戦略策定の過程で焦点となったことは、文政
権の新南方政策をどう評価するか、継承するのか
しないのか、という点であった。野党からは新南
方政策の名称と内容をそのまま継承するよう求め
る意見が出たが、尹政権は名称を変更して新南方
政策の「良いコンテンツは継承する予定」とし、
経済中心だった新南方政策に外交安全保障を加味
して、構想全体の内容を発展させていく方向性を
示したとされる（33）。最終的に、同戦略の文中に「新
南方政策」という言葉が一回も使われていないも
のの、文政権が構築した成果を土台にした上での
インド太平洋地域における新たな外交方針となっ
たのである（34）。

3．	地域の抑止力向上に貢献した韓国の役割

（1）	ASEAN・インドへの防衛産業輸出促進がも
たらした効果

前述の通り、新南方政策は新南方国家（ASEAN
諸国・インド）への投資などの経済政策的色彩の
濃い外交政策であった。同時期に日本は、中国に
よる南シナ海における海洋進出に対して、同じく
沿岸国であるベトナムやフィリピンに、海上保安
庁による巡視船の譲渡や要員訓練などの海上保安
能力向上支援、自衛隊による艦艇整備や航空医学
などの能力構築支援（キャパシティー・ビルディ
ング）（35）により、中国に対抗するための海上警察
や軍の能力向上を支援した。対照的に韓国は、中
国に対する直接的な批判や南シナ海沿岸国に対す
る能力構築支援を行わなかった。しかしながら、
韓国は「国防協力」という名のもとに行われた防
衛産業協力によって、自国の装備品を新南方国家
に対して積極的なセールスを展開して成功を収め
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てきたのである。
具体例を挙げれば、新南方国家の中で最も密接

な防衛産業協力を築いたのはインドネシアである。
2006 年に戦略的パートナーシップ関係を樹立し
た両国は、李明博大統領のトップセールスが功を
奏し、2011 年 5 月にインドネシアに対する T-50
練習機の輸出が決まった。それ以外にも艦艇・潜
水艦などの輸出成果がある。そして、2016 年 1 月
には韓国とインドネシアの共同開発という形で、
戦闘機を両国が開発・導入することを決定した（36）。
2022 年 7 月 19 日に 1 号機が初飛行。2023 年 5 月
にはインドネシア空軍のパイロットが韓国での試
験飛行に参加し始めた（37）。

韓国政府に対中牽制目的での装備品輸出という
意図が全くなかったとしても、結果的に中国と領
土・領海問題を抱える新南方国家の中で、インド
ネシアだけでなく、8 年間にわたって戦闘機を保
有しなかったフィリピンに FA-50 軽攻撃機が配
備され、タイ（T-50）やマレーシア（FA-50 軽攻
撃機）、そしてインド（K-9 自走榴弾砲）など、韓
国による各国への輸出が少なからず地域全体の抑
止力向上に貢献したと言える（表 2 を参照）。

文大統領は政権発足当初「積弊清算」を掲げ
て、防衛産業に対しても保守政権時代の不正を
正すとして厳しい監査を行い、産業全体を一時
萎縮させた。しかし、任期途中から防衛産業輸出
促進に積極的な姿勢に転じた。2020 年の国防部
業務報告において文大統領は「政府は先端武器

の国産化次元を超えて、防衛産業を輸出産業に飛
躍させるというビジョンを樹立し、防衛産業の革
新的成長基盤の構築を支援してきた」とし「新南
方地域など国防防衛産業協力国も大きく拡大した。
今年はこれまでの努力が具体的な成果で結実を見
るように覚醒の努力を求める」と激励したとされ
る（38）。

任期残り 1 年となった 2021 年後半以降、文大
統領は防衛産業のトップセールスに世界を奔走し
た。2021 年 12 月に大統領が豪州を訪問して、韓
国陸軍が使用する自走榴弾砲 K-9 を豪州・ビクト
リア州で新たに工場を作り現地生産する契約に合
意、2022 年 1 月には、UAE（アラブ首長国連邦）
との間で中距離地対空ミサイル天弓 2 を導入に合
意、2 月にはエジプトとの間で K-9 等の大型契約
が決まった。どれも文大統領自身が直接相手国を
訪問して成果を得たのである。

2022 年 2 月のロシアによる一方的なウクライ
ナ侵攻によって欧州の安全保障環境は一変し、ウ
クライナの隣国ポーランドが大量に韓国製装備品
を購入したことが大きな話題となった。一躍ス
ポットライトを浴びるようになった韓国防衛産業
ではあるが、それ以前からのインド太平洋地域に
おいて地道な実績を積み上げたことが今回のさら
なる躍進へとつながった。さらに、ここで重要な
ことは、李明博政権から本格化した装備品輸出政
策が朴槿恵・文在寅政権でも継承されていること
である。歴代政権が装備品輸出拡大という共通目

表2 韓国防衛装備品輸出額地域別推移

単位：億ドル

年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

中東 4.464 3.770 1.163 1.095 2.204 0.850 12.670 2.920 22.560 1.230

北米 3.323 4.014 4.871 6.406 6.638 7.230 10.550 10.090 6.920 11.360

アジア 0.919 2.890 4.835 15.657 2.144 1.550 5.700 19.310 4.240 10.220

中南米 0.253 0.093 0.143 0.153 3.359 3.360 1.760 0.060 0.200 0.940

アフリカ 1.272 0.118 0.508 0.196 0.477 0.480 0.200 0.140 0.290 0.610

ヨーロッパ 0.082 0.766 0.359 0.298 8.705 10.060 3.270 3.580 0.810 1.170

ロシア・CIS 0.001 0.004 0.000 0.014 0.001 0.000 0.000 0.020 0.390 0.060

出典：2008 年から 2012 年のデータは방위사업청『2013연도 방위사업통계연보』141 ページを、2013 年から 17 年のデータは『2018연도 방위
사업통계연보』218 ページのそれぞれの表をもとに筆者作成。
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標へ向けて、関連の予算を確保して政策を推進し
たことが今日の成果につながったことに留意しな
ければならない。

（2）	文在寅政権終盤における政策の変化
文政権後半になると、北朝鮮の非核化が一向に

進まないどころか、短距離弾道ミサイルなどの度
重なる発射などによって、それまでに築き上げて
きた南北融和政策が行き詰まりを見せていた。そ
の一方で、特に 2021 年ごろから、韓国海軍と海
兵隊を中心にインド・太平洋地域での多国間の軍
事演習に小規模ながらも徐々に参加するように
なった。

例えば、米豪が豪州本土で行う最大規模の合同
軍事演習である「タリスマン・セイバー（隔年開
催）」に韓国海軍は 2019 年にオブザーバーを派遣
し、2021 年に初めて艦艇を派遣した。2019 年 5
月の初回以来、日米韓豪の 4 カ国の海軍艦艇が合
同で行う「パシフィック・ヴァンガード」に韓国
は継続して参加している。2018年12月のレーダー
照射事件で海軍間の関係が冷え切っていながらも、
遠く豪州近海の太平洋上で日韓両国の海軍艦艇が
共同訓練を行っていたのである。

日米韓のレベルでも、2018 年にパシフィック・
ドラゴンが日米韓に豪州が加わり、2020 年には
日米韓に加えて豪州とカナダがそれぞれ参加して
実施されていた事実が明らかになった（39）。現場
レベルでは、頻度が減ったとしても定期的に 3 カ
国の艦艇が弾道ミサイル探知訓練を行うことで得
られる練度育成が必要との判断から行われつつも、
北を極力刺激したくない韓国に配慮する形で公表
されなかったのである。

また、軍事的色彩の薄い民生協力ではあるが、
2021 年 12 月以来、韓国空軍は要員と C-130 輸送
機を派遣して、年一回行われる「クリスマス・ド
ロップ」作戦に参加し、日米豪などと協力して太
平洋諸国の子供達へ向けて贈り物を空中投下して
いる（40）。

外交面でも、2021 年 5 月に行われた米韓首脳
会談の共同声明文に初めて「台湾海峡の安全」に
関する言及が盛り込まれた。

おわりに

韓国の外交安全保障政策は、政権交代が起きる
と前政権との違いを鮮明にアピールすることも作
用して、一変するという印象を抱かせやすい。し
かし、文在寅政権期の外交安全保障政策は、5 年
の任期中でも「南北融和」、「米中の間でバランス
をとるための対中配慮」、「対日強硬姿勢」といっ
た表看板に目を奪われがちな一方で、ただ闇雲に
平和を叫んでいた訳ではなく、文大統領自身が「平
和を守るために北朝鮮に対して圧倒的な力の優位
を達成しなければならない（41）」と発言しているよ
うに、国防費増額を任期中盤まで実現しようと力
を傾けていた。進歩系の文政権であっても、従来
の政権が積み上げてきた外交安全保障政策のボト
ムラインを崩すことはなく、地域および世界情勢
に合わせて政策の軌道修正を行ってきた理由は以
下の通りである。

①中国の台頭による米中対立の激化にロシアの
ウクライナ侵攻が加わって、西側・自由主義
諸国との連帯の必要性が増した。

②文在寅大統領および政権中枢の参謀らは「力
の信奉者」である（42）。強い軍事力がなけれ
ば北朝鮮はおろか周辺国も対話の場に就かせ
ることはできないと一貫して主張。日本では

「左派政権」と称されることで誤解が生じや
すいが、実際は保守政権以上に独自の国防力
を持つことに固執する。

③文政権は米韓同盟崩壊を求めているわけでは
なかった。むしろ、大統領自身が多くの演説
で述べているように、米韓同盟が外交安全保
障政策の基盤であることは不変（43）。内政的
には戦時作戦統制権移譲に積極的な姿勢を崩
せず、その移譲のために韓国軍自身の能力を
向上させたことは、結果として米韓の相互運
用性をより高め米韓連合戦力の増強につなが
り、日本・豪州・英国などとの相互運用性向
上にも良い影響を与え、近年韓国軍が多国間
演習参加するための素地となった。

④防衛産業育成は国家生存のために必要な重要
政策の一つであり、保守政権でも進歩政権で
も産業育成のためには海外輸出が求められて
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きた。政治的に表向きは中国に配慮しつつも、
実態として世界各地で装備品を売れるだけ売
る姿勢は 9 年間の保守政権（朴槿恵・李明博）
と変わりはなかった。それは結果的に中国や
ロシアと対峙するアジア・欧州の国々の軍事
力強化に役立っている。

日韓関係の側面においても、これだけ短期間に
尹政権が米韓同盟と日米韓の安保協力関係を改善
させることができた背景には、単に政権交代だけ
が推進剤となっただけでなく、文政権の外交安全
保障政策に一定のボトムラインが存在し、それが
継承されることで促進されたのである。
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